
－ 283 －

下水道事業会計

議 案 第 １ １ 号

 

 

 

 

 

 

 

平成３１年度上尾市公共下水道事業会計予算 
 





－ 285 －

平成３１年度上尾市公共下水道事業会計予算

（総 則）

第１条 平成３１年度上尾市公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）接 続 戸 数 ８３，０００戸

（２）年 間 総 排 水 量 ２０，９８４，０００㎥

（３）一 日 平 均 排 水 量 ５７，３３３㎥

（４）主要な建設改良事業

管渠整備事業 事業費 １，９７８，８３０千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 下水道事業収益 ３，７７８，０００千円

第１項 営業収益 ２，４８９，４９８千円

第２項 営業外収益 １，２８８，５０２千円

支 出

第１款 下水道事業費用 ３，７２３，０００千円

第１項 営業費用 ３，３７２，２７２千円

第２項 営業外費用 ３２３，５３５千円

第３項 特別損失 ２５，２２３千円

第４項 予 備 費 １，９７０千円
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，０９５，０００千円

は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１４８，５０６千円、引継現金１０１，０４９千円及び当年度分損益勘定留保資

金８４５，４４５千円で補てんするものとする。）。

収 入

第１款 資本的収入 ２，２３７，０００千円

第１項 企 業 債 １，０５２，２００千円

第２項 他会計出資金 ４８２，７１０千円

第３項 他会計補助金 ４５，３０７千円

第４項 国庫補助金 ５２２，０００千円

第５項 負担金等 １３０，５９８千円

第６項 長期貸付金償還金収入 ３，５８５千円

第７項 その他資本的収入 ６００千円

支 出

第１款 資本的支出 ３，３３２，０００千円

第１項 建設改良費 ２，２０３，１３６千円

第２項 企業債償還金 １，１２０，４３７千円

第３項 投 資 等 ６，０００千円

第４項 予 備 費 ２，４２７千円

特例的収入及び支出

第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金の金額は、

それぞれ１８５，６４８千円及び２３１，４７４千円である。

（債務負担行為

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，０９５，０００千円

は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１４８，５０６千円、引継現金１０１，０４９千円及び当年度分損益勘定留保資

金８４５，４４５千円で補てんするものとする。）。

収 入

第１款 資本的収入 ２，２３７，０００千円

第１項 企 業 債 １，０５２，２００千円

第２項 他会計出資金 ４８２，７１０千円

第３項 他会計補助金 ４５，３０７千円

第４項 国庫補助金 ５２２，０００千円

第５項 負担金等 １３０，５９８千円

第６項 長期貸付金償還金収入 ３，５８５千円

第７項 その他資本的収入 ６００千円

支 出

第１款 資本的支出 ３，３３２，０００千円

第１項 建設改良費 ２，２０３，１３６千円

第２項 企業債償還金 １，１２０，４３７千円

第３項 投 資 等 ６，０００千円

第４項 予 備 費 ２，４２７千円

特例的収入及び支出

第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金の金額は、

それぞれ１８５，６４８千円及び２３１，４７４千円である。

（債務負担行為

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

単位 千円

事 項 期 間 限 度 額

公共下水道事業経営戦略策定業務 平成 年度

（企業債）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

単位 千円

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

公共下水道事業 普通貸借

又は

証券発行

％以内。

ただし、利率見直し方式で借り

入れる資金について、利率の見直

しを行った後においては、当該見

直し後の利率。

借入先の融通条件による。

ただし、企業財政の都合により据置

期間及び償還期限を短縮し、若しくは

繰上償還し、又は低利に借換えするこ

とができる。
流域下水道事業

一時借入金

第７条 一時借入金の限度額は、６００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）営業費用及び営業外費用の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用す

る場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費 ２１５，４８０千円

（他会計からの補助金）

第１０条 公共下水道事業の安定のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３７８，４５６千円である。

平成３１年２月２２日提出

上 尾 市 長   畠 山 稔
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収益的収入及び支出

収   入 単位：千円

    予  定  額     備            考

下 水 道 事 業 収 益 ３，７７８，０００

営 業 収 益 ２，４８９，４９８

下 水 道 使 用 料 ２，３１３，５１２

他 会 計 負 担 金 １７４，４９０

そ の 他 営 業 収 益 １，４９６

営 業 外 収 益 １，２８８，５０２

受 取 利 息 １

他 会 計 補 助 金 ３３３，１４９

長 期 前 受 金 戻 入 ９５４，５６６

雑 収 益 ７８６

支   出 単位：千円

    予  定  額     備            考

下 水 道 事 業 費 用 ３，７２３，０００

営 業 費 用 ３，３７２，２７２

管 渠 費 １００，９１０

ポ ン プ 場 費 ３０２，８７０

普 及 指 導 費 ２，５５０

業 務 費 １１７，６６０

総 係 費 １１１，５６５

流域下水道管理運営費負担金 ７９５，８２９

減 価 償 却 費 １，９２９，６１３

資 産 減 耗 費 ３，４２０

そ の 他 営 業 費 用 ７，８５５

営 業 外 費 用 ３２３，５３５

支 払 利 息 ２９３，２６０

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 ３０，２７５

特 別 損 失 ２５，２２３

過 年 度 損 益 修 正 損 ２，８０８

そ の 他 特 別 損 失 ２２，４１５

予 備 費 １，９７０

予 備 費 １，９７０

平成３１年度上尾市公共下水道事業会計予算実施計画

款 項 目

款 項 目
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資本的収入及び支出

収   入 単位：千円

    予  定  額     備            考

資 本 的 収 入 ２，２３７，０００

企 業 債 １，０５２，２００

建 設 改 良 事 業 費 １，０５２，２００

他 会 計 出 資 金 ４８２，７１０

他 会 計 出 資 金 ４８２，７１０

他 会 計 補 助 金 ４５，３０７

他 会 計 補 助 金 ４５，３０７

国 庫 補 助 金 ５２２，０００

国 庫 補 助 金 ５２２，０００

負 担 金 等 １３０，５９８

受 益 者 負 担 金 等 ７０，５９８

工 事 負 担 金 ６０，０００

長期貸付金償還金収入 ３，５８５

長 期 貸 付 金 償 還 金 収 入 ３，５８５

そ の 他 資 本 的 収 入 ６００

そ の 他 資 本 的 収 入 ６００

支   出 単位：千円

    予  定  額     備            考

資 本 的 支 出 ３，３３２，０００

建 設 改 良 費 ２，２０３，１３６

汚 水 管 渠 整 備 費 １，４９９，７２５

雨 水 管 渠 整 備 費 ４１９，５００

事 務 費 １３７，４４６

流域下水道建設事業負担金 １２８，６４３

受 益 者 負 担 金 賦 課 徴 収 費 １７，８２２

企 業 債 償 還 金 １，１２０，４３７

企 業 債 償 還 金 １，１２０，４３７

投 資 等 ６，０００

投 資 等 ６，０００

予 備 費 ２，４２７

予 備 費 ２，４２７

款 項 目

款 項 目
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単位：千円

１ 業　務　活　動　に　よ　る　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー

当年度純利益

減価償却費

資産減耗費

賞与引当金の増減額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額 △ 954,566

受取利息 △ 1

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

小計

利息の受取額

利息の支払額 △ 293,260

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投　資　活　動　に　よ　る　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,932,684

無形固定資産の取得による支出 △ 119,114

国庫補助金等による収入

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

貸付による支出 △ 6,000

貸付金の償還による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,356,308

平成３１年度上尾市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで）



－ 291 －

３ 財　務　活　動　に　よ　る　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー

一時借入れによる収入

一時借入金の返済による支出 △ 600,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,120,437

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高
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１ 総 括
単位：千円

単位：千円

本年度

損益勘定支弁職員

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　　　分

職 員 数 給　　　　　　与　　　　　　費

法定福利費 合　計特 別 職
（人）

一 般 職
（人）

報　　酬 給　　料 賃　　金 手    当 計

資本勘定支弁職員

資本勘定支弁職員 － － －

－－

計

－

－ － － － －

－ －

－

－ － － －

比　較

損益勘定支弁職員 － －

計

計

前年度

損益勘定支弁職員 －

－ － －

△ 1,705

資本勘定支弁職員 － － － －

－ －－

△ 682 △ 62 △ 744

－ － － － －

手当の内訳

区　　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 管理職手当 期末勤勉手当

前　年　度

△ 559

管理職員特別
勤務手当

本　年　度

比　　　較 △ 971 △ 196 △ 24 △ 600
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２　給料及び手当の増減額の明細
単位：千円

1．給与改定に伴う増減分  給与改定の状況

給料の改定率

給与改定実施時期

2．昇給に伴う増加分  平均昇給率 　2.76％

２号給 人

４号給 人

６号給 人

８号給 人

3．その他の増減分  職員数の異動状況

人 人 人

人 人 人

人 人 人

1．制度改正に伴う増減分  給与改定に伴う手当改正分

2．その他の増減分

３　給料及び手当の状況
(１) 職員１人当たり給与 単位：円

　

区　　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　明 備　　　　　考

（号給数） （職員数）

号給別職員数

△ 4,122

現に在職
する職員数 その他 計

給　　料 △ 1,705

前年度
平成31年1月

増　減

手    当

本年度

前年度

平成30年1月1日現在

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢(歳)

区　　　　　分 事務・技術職

平成31年1月1日現在

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢(歳)
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(２) 初任給 単位：円

(３) 級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

区　　　　　分 事務・技術職
一 般 会 計 の 制 度

行　政　職 消　防　職

平成31年1月1日現在
高　校　卒

大　学　卒

5　級

平成30年1月1日現在
高　校　卒

大　学　卒

区　　　分
事 務 ・ 技 術 職

区　　　分
事 務 ・ 技 術 職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

5　級

3　級

4　級 4　級

区　　　　　分 1　級 2　級 3　級 4　級 5　級 6　級

平成31年1月1日現在

1　級

平成30年1月1日現在

1　級

2　級 2　級

3　級

計 計

7　級 7　級

6　級 6　級

7　級

行　　政　　職
主　事

主　任 主　査 副主幹 課　長 次　長 部　長
技　師
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(４) 昇給

〔Ａ〕

〔Ｂ〕

〔Ｂ〕／〔Ａ〕

〔Ａ〕

〔Ｂ〕

〔Ｂ〕／〔Ａ〕

(５) 特殊勤務手当

(６) 期末手当・勤勉手当 単位：月分

（ （ （

（ （ （

（ （ （

( )内は、再任用職員及び再任用短時間勤務職員に係る支給率

区　　　　　分 合　計 事務・技術職

本
年
度

職 員 数 （人）

（人）

6号給 （人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （人）

号 給 数 別 内 訳

2号給 （人）

4号給

8号給 （人）

比 率 （％）

職 員 数 （人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （人）

号 給 数 別 内 訳

比 率 （％）

区 分 全 職 種 事務・技術職

前
年
度 6号給 （人）

8号給 （人）

2号給 （人）

4号給 （人）

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％）

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（％）

（平成31年1月1日現在）

本 年 度

代表的な特殊勤務手当の名称 危険手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計

有

職制上の段階、職務の
備　　考

6月 12月   級等による加算措置

一般会計の制度

前 年 度

有

有
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(７) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 単位：月分

(８) その他の手当

備　　考

支  給  率  等
定年前早期退職特例措置

（2～45％加算）

区　　      分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 その他の加算措置等

（2～45％加算）

区　　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶　養　手　当 同

一般会計の制度
（支 給 率 等）

定年前早期退職特例措置

通　勤　手　当 同

地　域　手　当 同

住　居　手　当 同
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単位：千円

期　　間 金　　　額 期　　　間 金　　　額 損 益 勘 定 留 保 資 金 等

債務負担行為に関する調書

事　　　　　　項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支 払
左 の 財 源 内 訳

義 務 発 生 見 込 額 義 務 発 生 予 定 額

公共下水道事業経営戦略策定業務 －－ 平成32年度
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単位：千円  

（１） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地

ロ 建 物

減 価 償 却 累 計 額 △ 21,392

ハ 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,497,953

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額 △ 205,155

ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額 △ 131

有 形 固 定 資 産 合 計

（２） 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

（３） 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 出 資 金

ロ 長 期 貸 付 金

ハ 破 産 更 生 債 権 等

貸 倒 引 当 金 △ 21,587

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

平成３１年度上尾市公共下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（平成３２年３月３１日）

資    産    の    部

固  定  資  産
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単位：千円  

（１） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地

ロ 建 物

減 価 償 却 累 計 額 △ 21,392

ハ 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,497,953

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額 △ 205,155

ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額 △ 131

有 形 固 定 資 産 合 計

（２） 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

（３） 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 出 資 金

ロ 長 期 貸 付 金

ハ 破 産 更 生 債 権 等

貸 倒 引 当 金 △ 21,587

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

平成３１年度上尾市公共下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（平成３２年３月３１日）

資    産    の    部

固  定  資  産

２

（１） 現 金 預 金

（２） 未 収 金

貸 倒 引 当 金 △ 4,829

（３） 短 期 貸 付 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

３

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てるた
め の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

４ 流  動  負  債

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てるた
め の 企 業 債

企 業 債 合 計

（２） 未 払 金

（３） 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

負    債    の    部

固  定  負  債

流  動  資  産
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５ 繰  延  収  益

（１） 長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額 △ 951,956

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

６

７

（１） 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額

ロ 国 庫 補 助 金

ハ 他 会 計 繰 入 金

資 本 剰 余 金 合 計

（２） 利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資    本    の    部

資    本    金

剰    余    金
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５ 繰  延  収  益

（１） 長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額 △ 951,956

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

６

７

（１） 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額

ロ 国 庫 補 助 金

ハ 他 会 計 繰 入 金

資 本 剰 余 金 合 計

（２） 利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資    本    の    部

資    本    金

剰    余    金

１．重要な会計方針に関する注記

当年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

（１）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

・減価償却の方法　定額法による。

・主な耐用年数

　建物 　８年～５０年

　構築物 １０年～５０年

　機械及び装置 　６年～３０年

　工具、器具及び備品 　４年～１５年

②無形固定資産

・減価償却の方法　定額法による。

・主な耐用年数

施設利用権 ３５年

（２）引当金の計上方法

①退職給付引当金

②賞与引当金

③貸倒引当金

平成３１年度上尾市公共下水道事業注記（当年度分）

職員の退職手当に関する負担金は、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例第３条に規定されている一般負担金を
除き、すべて一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給（支払）見
込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。



－ 302 －

（３）消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

３．予定貸借対照表等に関する注記
（１）企業債の償還に係る他会計の負担

４．セグメント情報に関する注記

単一の事業を運営しているため、記載を省略している。

５．減損損失に関する注記

該当事項なし

６．リース契約により使用する固定資産に関する注記

（１）リース会計に係る特例措置

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 千円

１年超 千円

千円

７．重要な後発事象に関する注記

該当事項なし

該当事項なし

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のう
ち、他会計が負担すると見込まれる額は2,399,265千円である。
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単位：千円  

（１） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地

ロ 建 物

ハ 構 築 物

ニ 機 械 及 び 装 置

ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品

有 形 固 定 資 産 合 計

（２） 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

（３） 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 出 資 金

ロ 長 期 貸 付 金

ハ 破 産 更 生 債 権 等

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

平成３１年度上尾市公共下水道事業予定開始貸借対照表（適用初年度分）

（平成３１年４月１日）

資    産    の    部

固  定  資  産
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２

（１） 現 金 預 金

（２） 未 収 金

（３） 短 期 貸 付 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

３

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てるた
め の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

４ 流  動  負  債

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てるた
め の 企 業 債

企 業 債 合 計

（２） 未 払 金

流 動 負 債 合 計

流  動  資  産

負    債    の    部

固  定  負  債
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２

（１） 現 金 預 金

（２） 未 収 金

（３） 短 期 貸 付 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

３

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てるた
め の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

４ 流  動  負  債

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てるた
め の 企 業 債

企 業 債 合 計

（２） 未 払 金

流 動 負 債 合 計

流  動  資  産

負    債    の    部

固  定  負  債

５ 繰  延  収  益

（１） 長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

６

７

（１） 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額

ロ 国 庫 補 助 金

ハ 他 会 計 繰 入 金

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資    本    の    部

資    本    金

剰    余    金




